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企業会計基準委員会 御中 

 

社団法人 日本貿易会 

経 理 委 員 会 

 

「『退職給付に係る会計基準』の一部改正（その３）（案）」に係るコメントについて 

 

拝啓 時下益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。 

本年 3 月 2１日に貴委員会より公表されました公開草案につきまして、当会において検討致し

ました結果、下記の通り意見を提出させて戴きますので、今後の審議においてご配慮戴きたく、

宜しくお願い申し上げます。 

敬 具 

記 

 

１．全般的事項 

(1)今回の改正は、CESR から指摘されている国際会計基準との差異項目の中で喫緊の課題で  

あった割引率の会計基準差異を解消するものであり、コンバージェンスに向けた取組みを推

進するものであることから、改正については特段の異存はない。  

(2)一方で、コンバージェンスの議論を行っている中で、「短期的な取組みの性格上」という理

由だけを以って、回廊アプローチや重要性基準に関する議論と切り離して割引率の取り扱い

のみを見直すという部分的な対応は適当ではないと考える。今後の議論においては、実務面

での負担が著しく増加しないように、また米国・国際会計基準の動向を注視しつつ、出来る

だけ早いタイミングで全般的、抜本的な退職給付会計の見直しを図るべきである。  

 

２．基礎率の変更があった場合の補正計算  

退職給付実務指針（第 10 項）では、基準日を期末日前の一定日として、当該基準日における

退職給付債務を一旦計算して、その後期末日までの勤務費用等を補正する方法が認められてい

るが、期末日までに重要な基礎率の変更があったときは、再計算し、合理的な調整を行うもの

となっている。 

今回の改正に伴い、例えば、割引率を 5 年平均の債券利回りから期末日現在の利回りへ変更し

た場合、期末日前の一定日から期末日までに割引率が大きく変動する可能性が高まることが想

定される。 

斯かるケースにあって期末日後に再計算することは実務上相当負担となることから、基準日～   

期末日までの変動に拘らず、上記補正計算を行う取り扱いを認めて戴きたい。 

 

以 上 


